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55 茨

百里飛行場の民間共用化は，平成 12 年７月

に共用飛行場として指定を受け，平成 21 年度

の開港を目指して整備が進められています。民

間共用化は，県民の長年の夢であり，周辺自治

体にとっては地域の活性化を図るためのプロジ

ェクトとして期待されています。

また，県をはじめ関係機関では，就航路線の

設定やターミナルビルの運営管理についての条

件整備も進められており，東関東自動車道水戸

線をはじめ空港関連道路や空港駐車場，空港公

園などの関連施設についても順調に整備が進め

られています。

一方，空港の開港に際し，利用客確保は重要

な課題であり，周辺自治体を含めた最大限の協

力体制が欠かせないものとなります。

そのため，茨城空港の開港に併せた共同事業

の実施や経営の近代化，合理化など既存商店街

の充実や魅力ある環境づくりを図るとともに，

空港ターミナル地区での新たな商業の促進を図

る必要があります。

さらに，平成 21 年度の開港に向けて，今後

は空港の利用促進と併せ，茨城空港テクノパー

クや空港周辺地域などへの産業集積を図るた

め，積極的な企業誘致の展開が必要です。

茨城空港を生かしたまちづくりを具現化するため，県などとの連携のもと茨城空港の

利用客確保に努めるとともに，空港周辺地域への産業集積，商業活動の展開を図ります。

茨城空港の
　　   利活用

平成  7 年  8 月 県が「百里飛行場民間共用化構想」を発表。

平成  8 年  3 月 県が「百里飛行場民間共用化推進協議会」を設立。 

平成  8 年 12 月
「第７次空港整備五箇年計画」が閣議決定。当時の運輸省資料において，「百里飛行場の共用化につ

いて引き続き関係者と調整を行うこととし，結論を得た上で所要の整備を図る」と位置づけされる。

平成 12 年  7 月 「空港整備法施行令」の一部改正により，百里飛行場が共用飛行場として指定。

平成 12 年 12 月 県が（仮称）空港テクノパークを事業化。

平成 15 年  5 月 県が「百里飛行場利用促進検討委員会」を設置。

平成 17 年  7 月 百里飛行場民間共用化事業起工式が開催。

平成 18 年  4 月 県が（仮称）空港公園を事業化。

平成 19 年  1 月 愛称を「茨城空港」に決定。

平成 21 年度末 茨城空港開港予定。

●茨城空港建設の経緯　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

基本方針基本方針

現況と課題現況と課題
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１．空港の利用促進・有効活用《5101》

・茨城県と連携のもと，茨城空港の周知や認知度の向上に努めるとともに，利用者の確保に努めるなど，

就航対策を促進します。

・「市茨城空港利用促進協議会」の活動を支援し，地元としての空港の利用促進に係る新たな方策の提言

や機運醸成に努めるとともに，地域固有の地場産業，観光資源，歴史・風土などの地域資源の有効活

用による地域振興に取り組みます。

・空港ターミナルビルや直売所において，本市の特産品を販売するなど，茨城空港の開港を商業活性化

の起爆剤として活用を図ります。

２．空港周辺地域への企業誘致《5102》

・県と連携した積極的な企業誘致活動を展開し，茨城空港テクパークや空港周辺地域への産業集積を図

ることで，空港周辺の賑わいづくりを推進します。

・空港周辺において企業の立地を促進することにより，雇用の場の創出に努めます。

■茨城空港の年間来訪者数	
茨城空港の年間利用客及び見学者など，100 万人の来訪者を目指

す。

■茨城空港テクノパーク分譲面積	
茨城空港テクノパークにおける企業立地を促進し，分譲面積約

37ha を目指す。

現   況（H19）現   況（H19）

－

－

目 標 年 次（H24）目 標 年 次（H24）

100 万人 /年

約 37ha

●茨城空港ターミナルビルのイメージ

資料：茨城県企画部空港対策課

施策の目標施策の目標

個別施策個別施策
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55 農

本市は，大消費地東京に近いという地理的条

件に加え，平坦地という地形的条件，さらには

自然的条件にも恵まれていることから，多様な

作物が生産されています。中でも，鶏卵，生乳，

ニラは県内第一位の農業粗生産額となっていま

す。

しかし，農業全体の状況を見ると，農業粗生

産額はほぼ横ばいですが，経営耕地面積の減少，

農業従事者の高齢化，農業後継者の不足など，

農業を取り巻く情勢は厳しいものとなっていま

す。

このような中，本市では意欲と能力のある担

い手の確保と多様な担い手の育成を図るため，

関係機関と協力し，農業後継者と他産業従事者

との交流会・情報交換会や優良事例研修会を実

施しているところです。

今後，基幹産業としての農業を安定的に進展

させていくためには，自然環境に配慮した安全・

安心な作物の供給のための生産基盤及び流通機

能の充実・強化や，地域特性を生かした付加価

値の高い農業への転換による安定した農業経営

への環境づくり，暮らしやすい集落環境の整備

などが必要です。

また，水産業については，霞ヶ浦の富栄養化

や外来種の増加などによって，水産資源が減少

しています。今後は霞ヶ浦の浄化や外来種の駆

除など水産資源の確保を図っていく必要があり

ます。

総合的な農業生産基盤及び流通基盤の整備を図り，安全・安心で付加価値の高い農産

物の生産地を目指します。また，担い手農家が自信を持って農業経営に取り組める環境

づくりを進め，農業の持続的な発展を目指します。

水産業については，漁業生産基盤の整備や漁業活性化に向けた取り組みを進めます。

農業 ・ 水産業
　　　　の振興

●農家数の推移

資料：茨城県統計課　2005 年農林業センサス

副業的農家準主業農家主業農家自給的農家

基本方針基本方針

現況と課題現況と課題



113

　

５

　
　

活
力
に
満
ち
た

　
　
　
　
　
　

産
業
の
ま
ち

１．安全・安心な農業の振興《5201》

・環境にやさしい農業の定着を図るために，関係機関との協力のもとエコファーマー制度や特別栽培農

産物認証制度※の導入を図ります。

・耕種農家との連携を図り，堆肥の有効利用を進め，畜産環境の改善と環境に配慮した健康な土づくり

の促進に努めます。

・学校給食への地元農産物の供給や食育教育を推進します。

２．農業経営の安定化　《5202》

・総合的な農業生産基盤（農地，水路，農道）の整備により，効率的で収益性の高い農業を展開するとともに，

遊休農地の有効活用により耕作放棄地の解消に努めます。

・競争力のある農産物を育成するため，消費者や流通関係者などのニーズを的確に把握し，生産と流通

機構が一体となった情報システムの活用を目指すとともに，生産者自らが関係機関と連携したマーケ

ッティング戦略を構築していけるよう支援します。

・地域特性を生かした小美玉市ブランドづくりを推進するため，生乳，鶏卵，ニラ，イチゴ，レンコン

を中心に特化した農産物の生産に力を入れていくとともに，新規技術の投入による生産性の向上，食

感の良い作物づくりを推進します。

３．担い手の育成《5203》

・新規就農者への支援をはじめ，地域農業の担い手となる青年農業者などの確保・育成に努めます。

・集落営農の組織化や法人化など経営の合理化を促進し，農用地利用集積特別事業の実施，普及センタ

ーによる経営改善などの営農指導の強化を図ります。

４．霞ヶ浦内水面水産業の振興《5204》

・魚類の産卵場や保護育成場となる霞ヶ浦の浄化を推進し，水質浄化機能をもつ水生植物帯の造成を促

進します。

・うなぎの稚魚やワカサギ卵などの放流を促進するとともに，ブルーギル，アメリカナマズなど外来魚

の駆除などにより，水産資源の保護と増大を図ります。

・コイの網いけす養殖業再開に向けて，県など関係機関と連携した生産出荷体制の再構築を図ります。

※エコファーマー：『土づくり・減化学肥料・減化学農薬』の３つの技術に一体的に取り組む農業者を都道府県知事が認定するもの。「エコファ

ーマー」はその愛称。

※特別栽培農産物認証制度：農薬や化学肥料を削減するなど一定の要件を満たして生産された農産物を特別栽培農産物として，茨城県が認証す

る制度。

■エコファーマー※数	
安全な農業の促進を図るため，エコファーマー数の増加を目指す。

■特別栽培農産物認証件数	
安全な農業の促進を図るため，特別栽培農産物認証件数の増加を目

指す。

■学校給食への地元食材の供給率	
地産地消を推進し，学校給食において使用する地元食材の供給率

の向上を目指す。（食材の総量に対する小美玉産の割合）

■農業粗生産額	
農業の振興を図り，農業粗生産額の向上を目指す。

現   況（H19）現   況（H19）

167 人

14 件

30％
（H17）

2,699 千万円
（H17）

目 標 年 次（H24）目 標 年 次（H24）

200 人

28 件

65％

2,750 千万円

施策の目標施策の目標

個別施策個別施策
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55 商

本市の商業は，旧来より水戸，石岡の２大商

圏に隣接することから，一部市街地の商店街や

幹線道路の沿線に複数の中小商店が見られるも

のの，消費者ニーズに対応した商店街の形成に

は至っていません。しかし，近年の一部の幹線

道路沿道には，日常買回り品を中心としたロー

ドサイドショップが出店し，新たなまちなみの

形成が図られている箇所も見受けられます。

また，商業者の高齢化，後継者不足により商

店数は減少し，消費者は市外へ流出している状

況にあり，活性化のための有効な対応策が求め

られています。

本市の工業は，長引く景気の低迷，生活様式

の変化，価格競争の激化などにより依然厳しい

状況が続いています。そのため，市内の事業所

は減少しており，中小企業の資金繰りも厳しい

状況にあります。

今後は，企業ニーズに即した優遇措置，資金

調達の円滑化などを図るとともに，農業者，商

工業者など異業種間の交流を促進し，本市の特

性を生かした特産品の開発を推進する必要があ

ります。

また，茨城空港テクノパークなどへの積極的

な企業誘致により，新たな産業拠点の形成や，

雇用機会の創出を図る必要があります。

市民の日常生活の利便性向上と地元商業の活性化を図り，魅力と賑わいのある商業環

境の創出を目指します。

また，地元企業の安定的な操業の支援や交流の促進，新たな企業の誘致を推進し，市

民生活を支える活力ある産業の創出を目指します。

商業 ・ 工業
　　　　の振興

●工業の状況

●商業の状況

事業所数
従業者数総数

（人）
製造品出荷額等

（万円）
粗付加価値額

（万円）
平均従業員数

（人）

従業者当りの

製造品出荷額等

（万円）

小 美 玉 市 141 7,280 15,582,604 5,923,152 52 2,140 

茨 城 県 6,555 270,579 1,140,226,578 387,372,076 41 4,214 

資料：平成 18 年工業統計調査結果（速報）

資料：平成 16 年商業統計調査

事業所数 従業者数
（人）

臨時

雇用者数

（人）

派遣・下請

受入者数

（人）

年間商品販売額

（万円）

その他の収入額

（万円）

売場面積

(㎡ )法人 個人

小 美 玉 市 495 224 271 3,374 175 36 9,316,222 249,388 50,942 

茨 城 県 34,642 17,229 17,413 231,904 8,427 4,973 665,129,362 16,929,658 3,699,424 

基本方針基本方針

現況と課題現況と課題
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１．商業環境の整備と商業活動の活性化《5301》

・ゲートウェイ地区におけるロードサイド型商業地区の形成を図るため，適正な商業機能の誘導に努め

ます。

・事業者や空き店舗を活用する新規出店者などに対する支援に努めます。

・異業種，または，他産業からの情報の提供と供給することのできる体制づくりを推進するとともに，

これらと一体となった商品の開発や消費宣伝活動を推進します。

２．市内企業への支援と交流の推進《5302》

・固定資産税の特別措置の継続に合わせて，企業ニーズに即した新たな優遇制度の検討を推進するとと

もに，融資制度の活用促進を図ります。

・全市的な企業連絡組織の構築を促進し，各企業間及び市との連携強化を図るとともに，企業情報，課

題意識の共有化，新たな顧客の創出などに取り組みます。

・商工団体及び農漁業団体の交流の場を提供し，本市の特性を生かした特産品の開発や新たな産業の創

出を図ります。

３．企業誘致の推進《5303》

・主体的な誘致活動を強化するため，「（仮）企業誘致推進協議会を設置」し，弾力的な取り組みを推進

します。

・茨城空港テクノパークについては，土地利用計画，周辺住民，周辺環境に配慮しつつ，関係機関と

連携し，企業立地適地などの環境整備を行うとともに，積極的な企業誘致により産業拠点としての集

積を図ります。

■小美玉ブランドの品目数	
市場価値を持つ小美玉ブランドの新たな商品開発を目指す。

■雇用者数	
工業の振興と雇用の促進を図り，雇用者の増加を目指す。

■製造品出荷額	
工業の振興を図り，製造品出荷額の増加を目指す。

現   況（H19）現   況（H19）

－

7,280 人
（H18）

1,558 億円
（H18）

目 標 年 次（H24）目 標 年 次（H24）

２品目

7,500 人

1,710 億円

施策の目標施策の目標

個別施策個別施策

●茨城空港テクノパークイメージ
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55 観

近年の観光行政は，環境に配慮したエコツー

リズムや体験観光を打ち出したアグリツーリズ

ムに代表される，都市と農林漁村の交流を主と

したものに脚光が集まり，観光資源が乏しい地

域にも観光行政への取り組みが求められていま

す。

本市は雄大な自然環境を誇る霞ヶ浦に面し，

良好な水辺環境を有していますが，観光に対す

る市民意識が希薄であり地域資源が充分に活か

されていません。

そのため，地域の観光資源の再認識と再発掘

が重要な課題となっており，地域住民が他に誇

れる地域づくりを進める必要があります。

さらに，茨城空港や航空自衛隊の訓練飛行な

ど飛行場を観光資源として利活用するととも

に，霞ヶ浦や周辺都市との広域観光ネットワー

クの構築を図る必要があります。

霞ヶ浦や緑豊かな自然環境，地域に根ざした歴史・文化を大切にした観光の振興を推

進し，市民が誇りをもてる「ふるさとおみたま」の創造を目指します。

観光の
　　　　振興

●旧小松家住宅　

●山中薬師堂

●鹿島神社

基本方針基本方針

現況と課題現況と課題
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●鹿島神社

１．観光行政を推進する体制づくり《5401》

・観光振興，観光行政を円滑に推進するため（仮称）小美玉市観光協会の設立を目指します。

・茨城空港の観光資源としての利活用を促進するため，周辺自治体と連携し，情報交換及び共同事業を

推進します。

・観光の魅力アップを図るため，周辺市町村との連携により広域観光ネットワークの構築を推進します。

２．地域資源の再認識と再発見《5402》

・将来に残すべき自然環境，伝統，文化の再認識を図り，その保護及び育成に努めるとともに，地域に

根ざした観光資源の再発掘に努めます。

・地域の様々な魅力を生かしていくため，地域での異業種間の交流を促進し，特産品・名産品の開発を

図ります。

・地域の自然環境や農村環境を生かした，エコツーリズムやアグリツーリズムなど長期滞在型・体験型

の観光のあり方を検討します。

・茨城空港や航空自衛隊の訓練飛行など，百里飛行場を観光資源として活用を図ります。

３．観光ＰＲの推進《5403》

・観光パンフレットやふるさとメールの発信，市ホームページの充実など，多様な観光ＰＲを推進します。

・関係機関と調整を図りながら，誘導・案内サインの整備など親切で分かりやすい情報の提供に努めます。

■ ( 仮称 ) 小美玉市観光協会の設立の促進	
商工会などとの連携による新たな組織として (仮称 )小美玉市観

光協会の設立を目指す。

■ ( 仮称 ) ふるさとメールの発信	
携帯コンテンツの１つとして週 1回程度，市のイベント情報やお

知らせなどを送信する (仮称 )ふるさとメールの発信を目指す。

■ ( 仮称 ) ふるさとマップの作成	
地域コミュニティの協力などにより，小学校区単位の (仮称 )ふ

るさとマップの作成を目指す。
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－
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